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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２５０～５０００ｇ／ｍｏｌの分子量を有し１分子あたりに少なくとも２個のエポキシ
基を有する、式（ＩＩ）：
【化１】

［式中、
Ｒ３＝Ｈ、ＣＨ３、Ｃ２Ｈ５、
ｂ＝１または２、
ｃ＝１、２、３または４であり、ここでｂおよびｃの少なくとも１つは１ではなく、
Ｒ４＝エポキシ基を有するＣ３～Ｃ８アルキル、
環＝フェニル、ビフェニル、ナフチル］
で示される化合物を含有する成分Ａ、および式（Ｉ）：
【化２】

［式中、
Ｒ１＝Ｈ、Ｃ１～Ｃ６アルキル、
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ａ＝１、２または３、
Ｒ２＝－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨＯＨ－ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２－フェニル－ＣＨ２－ＮＨ２］
で示される化合物を含有する成分Ｂからなる２成分組成物であって、
成分Ａのエポキシ基：成分ＢのＮＨ基のモル比は、０.７５：１～１.２５：１であり、
成分Ｂが、芳香環および２または３個のグリシジルエーテル置換基を含有する芳香族エポ
キシドとｍ－キシリレンジアミンとの０.５：４～１.６：４のエポキシ基：ＮＨ基の割合
を有する反応生成物として製造される、２成分組成物。
【請求項２】
　式（ＩＩ）がフェニル環を含み、式中、Ｒ３＝Ｈ、Ｒ４＝末端エポキシ基を有するＣ３

～Ｃ５アルキル、ｂ＝２およびｃ＝２または３である、請求項１に記載の２成分組成物。
【請求項３】
　成分Ｂが、ｍ－キシリレンジアミンを５０重量％以下の量でさらに含有する、請求項１
または２に記載の２成分組成物。
【請求項４】
　成分Ｂが、芳香環および２または３個のグリシジルエーテル置換基を含有する芳香族エ
ポキシドとｍ－キシリレンジアミンとの０.９～１.１：４のエポキシ基：ＮＨ基の割合を
有する反応生成物として製造される、請求項１に記載の２成分組成物。
【請求項５】
　成分Ａが、キシリレンジアミンに基づくエポキシ化合物であり、成分Ｂが、キシリレン
ジアミンとエポキシ基を含有するレゾルシノール、ピロガロール、フロログルシノール、
またはヒドロキシヒドロキノンとの反応生成物であるポリアミンを少なくとも５０％含有
する、請求項１～４のいずれかに記載の２成分組成物。 
【請求項６】
　触媒、溶媒、水、可塑剤、接着促進剤、樹脂、中和剤、乳化剤、安定剤および／または
顔料をさらに含有する、請求項１～５のいずれかに記載の２成分組成物。
【請求項７】
　組成物が、溶媒としてＣ１～Ｃ４アルコールまたは水を含有する、または有機溶媒を含
まない、請求項６に記載の２成分組成物。
【請求項８】
　接着促進剤として、１、２、３、または４個の加水分解性基を有するシランを、０.１
～５重量％含有する、請求項６に記載の２成分組成物。
【請求項９】
　接着促進剤として、アミノシランおよび／またはエポキシシランを０.１～５重量％含
有する、請求項８に記載の２成分組成物。
【請求項１０】
　成分を混合した直後の粘度が、ＥＮ ＩＳＯ ２５５５に従い、２０～９０℃で測定して
、２００ｍＰａｓ～５０００ｍＰａｓである、請求項６～９のいずれかに記載の２成分組
成物。
【請求項１１】
　フィルムおよび紙を貼り合せるための接着剤としての請求項６～１０のいずれかに記載
の２成分組成物の使用。
【請求項１２】
　軟質フィルム用のコーティング剤としての、請求項１～７のいずれかに記載の２成分組
成物の使用。
【請求項１３】
　バリヤー特性を有するコーティングとしての、請求項１１または１２に記載の使用。
【請求項１４】
　食品包装用のコーティングとしての、請求項１１または１２に記載の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、芳香族構成要素を高い割合で含有するエポキシ成分およびアミノ成分に基づ
く２成分結合剤に関する。さらに、本発明は、この結合剤系を含有する２成分貼合せ用接
着剤および２成分コーティング剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　米国特許第７,２８２,５４３号は既知である。これには、少なくとも１個の第４級アミ
ノ基を含むポリエポキシ樹脂を含有する水性組成物が記載され、そのアミノ基は、それぞ
れエポキシ基を有する１または２個の置換基を含む。水性ポリアミノ化合物は、架橋剤と
して記載されている。
【０００３】
　欧州特許出願公開第１ ０８６ １９０号は既知である。これには、ビスフェノールＡま
たはＦ、レゾルシノール、またはエポキシ基を有する脂肪族ポリオールに基づくエポキシ
樹脂、ならびにアミノ基またはカルボキシル基を有する化合物に基づく架橋剤を含む、フ
ィルム基材のための反応系が記載されている。芳香族基を含有する架橋剤は記載されてい
ない。
【０００４】
　独国特許出願公開第４１２８４８７号は既知である。これには、アミン硬化剤により架
橋可能なエポキシ分散体が記載されている。ここで、エポキシ結合剤は、芳香族ポリオー
ルとポリエポキシドの反応生成物として記載されている。アミン含有ポリエポキシドは記
載されておらず、したがって、芳香核および第１級アミノ基を有するアミンは記載されて
いない。
【０００５】
　欧州特許出願公開第１ ２１９ ６５６号も既知である。これは、ガスバリヤー性を有す
るコーティング組成物を特許請求し、１成分は、少なくとも１個のエポキシ－アミン単位
を含みｍＸＤＡの誘導体であるエポキシ樹脂であり、硬化剤は、ＸＤＡとモノカルボン酸
および後にアミド基を形成する多官能性化合物とを反応させることによる化合物である。
【０００６】
　欧州特許出願公開第１ ４３７ ３９３号も既知である。これは、エポキシ樹脂成分を有
する接着剤および前記のエポキシ樹脂に対する硬化剤を特許請求し、このエポキシ樹脂は
少なくとも４０％のＸＤＡ構造を含む。
【０００７】
　従来技術の２成分コーティング剤の場合には、ｍＸＤＡまたはｐＸＤＡを通常は架橋剤
として使用する。これらは第１級芳香族アミンである。このようなアミンは、様々な環境
条件下でフィルム材料中に移動し得る。したがって、接着結合した製品で食品と接触状態
になり得る接着剤中の、このようなアミンの量を、可能な限り減少させるべきである。
【０００８】
　上記の系のさらなる欠点は、混合した接着剤の粘度が高いために、薄層での塗布が難し
い場合が多いことである。反応混合物を希釈するために、有機溶媒を添加できることが知
られている。しかしながら、結合前またはさらなる加工の前に、このような有機溶媒を層
から除去しなければならない。この追加の処理工程は面倒であり、その上、工業衛生の理
由から、このような溶媒を抽出し処分する必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】米国特許第７,２８２,５４３号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第１ ０８６ １９０号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第４１２８４８７号明細書
【特許文献４】欧州特許出願公開第１ ２１９ ６５６号明細書
【特許文献５】欧州特許出願公開第１ ４３７ ３９３号明細書
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　したがって、本発明の課題は、エポキシ樹脂および低粘性アミン反応生成物からなる２
成分組成物を利用可能にすることである。本発明のさらなる主題は、２成分組成物に基づ
く、２成分貼合せ用接着剤または２成分コーティング剤である。本発明のさらなる主題は
、例えば酸素または香料などの気体物質または拡散性物質に対して、ごく低いレベルの透
過性を示す、被覆フィルムを製造するための、このようなコーティング剤の使用である。
本発明のさらなる主題は、溶媒を追加することなしに低い加工粘性を示す、対応する結合
剤から構成される接着剤またはコーティング剤を利用可能にすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、２５０～５０００ｇ／ｍｏｌの分子量を有し１分子あたりに少なくとも２個
のエポキシ基を有するポリマーを含有する成分Ａ、および式（Ｉ）：

【化１】

［式中、
Ｒ１＝Ｈ、Ｃ１～Ｃ６アルキル、
Ｒ２＝－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨＯＨ－ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２－フェニル－ＣＨ２－ＮＨ２、
ａ＝１、２または３］
で示される少なくとも１種の化合物を含有する成分Ｂからなる２成分組成物であって、こ
こで、成分Ａ：Ｂのエポキシド／アミン比は０.７５：１～１.２５：１である２成分組成
物により達成される。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の２成分結合剤組成物の１つの構成要素は、成分Ａ、ポリエステル、ポリアミド
、ポリ(メタ）アクリレート、ポリウレタン、ポリオレフィン、または芳香族ポリエポキ
シドに基づくポリマーからなる。本発明によれば、これらのポリマーが１分子あたりに少
なくとも２個のエポキシ基を含む必要がある。エポキシ官能要素を介してポリマー合成で
直接的にエポキシ基を導入する、あるいは、二重結合を含むポリマー中にエポキシ基を導
入することができ、後者についてはエポキシ基へと変換する。さらに、ＯＨ基を有する、
または、イソシアネート基を有するポリマーを、ＯＨ基とまたはイソシアネート基と反応
性の基をさらに含む低分子量エポキシ化合物と反応させることも可能である。
【００１３】
　適当なベースポリマーの１種は、ＯＨ官能性ポリオレフィンである。ポリオレフィンは
当業者に既知であり、多くの分子量で得ることができる。エチレン鎖、プロピレン鎖、ま
たはホモポリマーまたはコポリマーとしてのより高い鎖のα－オレフィンに基づくこのよ
うなポリオレフィンを、官能基を含有するモノマーの共重合またはグラフト反応のいずれ
かによって官能化することができる。さらに、これらのベースポリマーに、例えば酸化に
よって、後でＯＨ基を備えることも可能である。
【００１４】
　例えば、成分（Ａ）を製造するためのベースポリマーのさらなる群を、オレフィン（コ
）ポリマー、例えばエチレン／アクリレートゴム、ブチルゴム；天然ゴム；スチレンコポ
リマーの群から、単独でまたは混合物で選択することができ、上記コポリマーは、ランダ
ム、交互性、グラフトまたはブロックコポリマーである。
【００１５】
　ベースポリマーのさらなる例は、それ自体が既知の、熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）
でもある。これらは、例えば、熱可塑性ゴムであると理解される。本発明によれば、この
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ような熱可塑性エラストマーを、特に、スチレンブロックポリマー、例えばスチレン－ジ
エンコポリマー（ＳＢＳ、ＳＩＳ）、スチレン－エチレン／ブチレンコポリマー（ＳＥＢ
Ｓ）、またはスチレン－エチレン／プロピレン－スチレンコポリマー（ＳＥＰＳ、ＳＥＰ
）の群から選択する。
【００１６】
　成分（Ａ）を製造するためのベースポリマーとして適当な、さらなるオレフィン性ポリ
マーは、例えば、１,３－ブタジエンの、２－メチル－１,３－ブタジエン（イソプレン）
の、２－メチル－１,３－ヘキサジエンの、２－メチル－１,３－シクロペンタジエンの、
およびさらなる共重合性モノマーの、単独重合体または共重合体である。
【００１７】
　上記のオレフィン性ベースポリマーは、複数の不飽和二重結合を含有することができる
。これらを主ポリマー鎖に含有させることができ、および／または、これらを側鎖に含有
させる。特に、ビニル官能基を含有させる。既知の方法にしたがってこれらの二重結合を
反応させることができるため、ベースポリマーがエポキシ基を含む。こうして得たエポキ
シ基含有ポリマーは、本発明において、成分（Ａ）として適当である。ポリオレフィン構
造を有するさらなる適当なベースポリマーは、官能基（例えばＯＨ基）を含有することが
できる。次いで、既知の方法にしたがって、上記の化合物がエポキシ基を含むように、こ
れらを二官能性化合物と反応させることができる。エポキシ基を有する、成分（Ａ）に適
当な、ポリマーが得られる。
【００１８】
　適当なベースポリマーのさらなる種類は、ポリエステルポリオールである。これらは、
酸およびアルコール成分の重縮合、特に１種のポリカルボン酸または２種以上のポリカル
ボン酸の混合物と、１種のポリオールまたは２種以上のポリオールの混合物との重縮合に
よって得ることができる。適当なポリカルボン酸は、脂肪族、脂環式、芳香族、または複
素環の基本要素を有するものである。適用可能であれば、遊離カルボン酸の代わりに、そ
れらの酸無水物またはそれらのＣ１－５モノアルコールとのエステルを重縮合に使用する
こともできる。
【００１９】
　ポリカルボン酸との反応におけるジオールとして、複数のポリオールを使用することが
できる。例えば、１分子あたりに２～４個の１級または２級ＯＨ基、および２～２０個の
炭素原子を有する脂肪族ポリオールが適当である。より高い官能性のアルコールの一部も
同様に使用できる。ポリエーテルポリオールは、ジオール成分としても使用することがで
きる。ポリエーテルポリオールは、低分子量ポリオールとアルキレンオキシドとを反応さ
せて得ることが好ましく、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコールまたは異
性体ブタンジオールと、エチレンオキシド、プロピレンオキシドまたはブチレンオキシド
との反応生成物である。このようなポリエステルポリオールの製造方法は当業者に既知で
あり、これらの生成物は市販されている。
【００２０】
　ベースポリマーのさらなる種類は、ポリアミド骨格を含む。ポリアミドは、ジアミンと
ジカルボン酸またはポリカルボン酸との反応生成物である。標的合成によりポリアミド中
に末端ＯＨ基を導入することができる。
【００２１】
　ベースポリマーのさらなる種類は、アクリレートに基づくポリオールである。これらは
、例えばアクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、またはマレイン酸エステルなどの（メ
タ）アクリルエステルを重合することにより製造されるポリマーである。通常、（メタ）
アクリル酸のＣ１～Ｃ１５アルキルエステルを重合させることが好ましい。
【００２２】
　これに関して、ＯＨ基を有するモノマーを含有させることもできる。他の共重合性モノ
マーを任意に含有させることもできる。他の適当なポリ（メタ）アクリレートは、少なく
とも２個のＯＨ基を含む。これらは、好ましくは、ポリマーの末端に存在してよい。この
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にしたがってそれらを官能化させ、エポキシ基を得ることができる。別の方法は、エポキ
シ基を有するアクリレートポリマーを直接的に生じ、ここで、グリシジル基を含有するモ
ノマーを重合させる。適当な重合方法は、当業者に既知である。
【００２３】
　ベースポリマーのＯＨ基を、エポキシ基およびＯＨ基と反応する基を含有する低分子量
化合物と、既知の方法にしたがって反応させることができる。このような基の例は、ＮＣ
Ｏ基、ハロゲン、無水物、またはエステルである。反応後に、エポキシ基を含み成分Ａと
して適当なポリマーが得られる。
【００２４】
　適当なベースポリマーのさらなる種類は、ポリウレタンである。ポリオール（特にジオ
ールおよび／またはトリオール）をジ－またはトリイソシアネート化合物と反応させるこ
とによって、これらを製造することができる。これに関し、末端がＮＣＯ官能化されたプ
レポリマーが得られるように量比を選択する。ポリマーは、特に直鎖状であり、すなわち
、主にジオールとジイソシアネートから製造する。少量の割合の３官能性モノマーを追加
的に使用することができる。
【００２５】
　ＰＵポリマーの合成に関し、使用可能なポリオールおよびポリイソシアネートは、当業
者に既知である。これらは、接着剤用途で既知の、単量体の脂肪族、脂環式、または芳香
族ポリイソシアネートであり、特に、ジ－またはトリイソシアネートが使用される。既知
のオリゴマー、例えばビウレットまたはイソシアヌレートを用いることもできる。これら
を、例えばポリエステル合成のためのポリオールとしても知られているポリオールと、特
にジオールと、反応させる。
【００２６】
　ＰＵプレポリマーの製造方法も、同様に当業者に既知である。ＮＣＯ官能性ＰＵプレポ
リマーが得られるように、化学量論過剰でイソシアネートの量を選択する。合成に関し、
ＮＣＯ：ＯＨ比の選択により分子量の増加を避けることができる。プレポリマー中の未反
応の残留モノマーの割合を、非対称のイソシアネートを選択することにより、同様に減少
させることができる。別の種類の製造は、過剰の未反応イソシアネートを反応混合物から
蒸留する。その後、イソシアネート基をエポキシ基を含有するアルコールと反応させてよ
い。
【００２７】
　１分子あたり少なくとも２個のエポキシ基を有する既知のポリエポキシ樹脂は、エポキ
シ基を有するポリマーとして、好ましく適当である。これらのポリエポキシドのエポキシ
当量を、例えば５０～１０００ｇ／ｍｏｌエポキシドの、幅広い限度で選択することがで
きる。ポリエポキシドは、原則として、飽和、不飽和、環式または非環式、脂肪族、脂環
式、芳香族、または複素環ポリエポキシ化合物であり得る。適当なポリエポキシドの例と
して、エピクロロヒドリンとポリフェノールとを、アルカリの存在下で反応させることに
より製造する、既知のポリグリシジルエーテルが挙げられる。このために適当なポリフェ
ノールは、例えばレゾルシノール、ピロカテコール、ヒドロキノン、ビスフェノールＡ(
ビス(４－ヒドロキシフェニル)－２,２－プロパン)、ビスフェノールＦ(ビス(４－ヒドロ
キシフェニル)メタン)、ビス(４－ヒドロキシフェニル)１,１－イソブタン、４,４'－ジ
ヒドロキシベンゾフェノン、ビス(４－ヒドロキシフェニル)１,１－エタン、または １,
５－ヒドロキシナフタレンである。対応するアミノ化合物を反応させてエポキシ樹脂を得
ることも可能である。芳香族ヒドロキシアルキルまたはアミノアルキル芳香族化合物も同
様に反応させることができる。一般に５０～約３００ｇ／ｍｏｌエポキシドのエポキシ当
量を有する室温で流動性のエポキシ樹脂が、特に使用される。
【００２８】
　特に好ましい態様において、成分Ａは、芳香核を含む、式（ＩＩ）：
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【化２】

［式中、
Ｒ３＝Ｈ、ＣＨ３、Ｃ２Ｈ５、
ｂ＝１または２、
ｃ＝１、２、３または４、
Ｒ４＝エポキシ基を有するＣ３～Ｃ８アルキル、
環＝フェニル、ビフェニル、ナフチル］
で示されるエポキシ化合物である。
【００２９】
　この芳香核は、例えばフェニル、ジフェニル、ナフチル単位を含むことができ、可能で
あればアルキル置換基を有することもできる。ｂ＝２およびｃ＝２または３であることが
好ましい。これらは、特に、パラ位が官能基で置換されていない要素である。このような
芳香核の適当な例は、１,３－置換フェニル、２,２'－または２,４'－置換ビフェニル、
２,４'－置換メチレンジフェニル構造である。ｍ－キシリレンジアミンの、ｍ－キシリレ
ンジイソシアネートの、またはレゾルシノールの、エポキシ基で置換した誘導体が、特に
適当である。
【００３０】
　本発明により適当な、成分Ａのポリエポキシ化合物は、２～１０個、特に２、４または
６個のエポキシ基を、１分子あたりに含む。ポリエポキシ化合物の具体的な態様は、化合
物の鎖末端にまたは側鎖末端として、エポキシ基を含む。ポリエポキシ化合物は、単独で
または異なる構造を有する混合物として存在してよい。
【００３１】
　粘度または粘着力などの適当な塗布特性を得るため、分子量（ＧＰＣにより測定できる
数平均分子量 ＭＮ）を２００～１０,０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは２５０～５０００ｇ
／ｍｏｌ、特に２５０～２５００ｇ／ｍｏｌにする。溶媒を含有しない接着剤には極めて
低い分子量が好ましく、溶媒を含有する系に対して、より高い分子量を選択することもで
きる。
【００３２】
　本発明の結合剤系は、成分Ａと架橋する成分Ｂとして、第１級アミノ基を必ず含む芳香
族化合物を含有する。これらは、式（Ｉ）：
【化３】

［式中、
Ｒ１＝Ｈ、Ｃ１～Ｃ６アルキル、
ａ＝１、２または３、
Ｒ２＝－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨＯＨ－ＣＨ２－ＮＨ－ＣＨ２－フェニル－ＣＨ２－ＮＨ２、
好ましくはａ＝２または３、およびＲ１＝Ｈ］
で示される化合物である。
【００３３】
　例えば過剰のジアミノアルキルベンゼンと反応させた芳香族グリシジルエーテルから、
これらの化合物を製造することができる。芳香核を有する適当なジエポキシドまたはトリ
エポキシドは、特にピロカテコール、レゾルシノール、ヒドロキノン、ピロガロール、フ
ロログルシノール、２,４－ヒドロキシトルエン、任意に同様に１,３－または１,５－ま
たは１,６－ナフトールの反応生成物である。これらを、例えばエピクロロヒドリンまた
は類似化合物と反応させ、ジ－またはトリエポキシ置換化合物を得ることができる。さら
なる反応のための芳香族ジアミンとして、キシリレンジアミン（ＸＤＡ）、特にｍＸＤＡ
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がアミン成分として適当である。
【００３４】
　過剰のアミノ基が存在するように、ジアミン（例えばＸＤＡ）中のアミノ基のグリシジ
ル基に対する量比を選択し、全てのエポキシ基を反応させる。そのため、エポキシドを含
有しない成分Ｂが製造される。一つの態様において、エポキシド／ＮＨ比は、０.９:４～
１.１:４となる（Ｈ酸ＮＨ基として計算）。別の態様において、完全に反応していないＸ
ＤＡが過剰に存在するように、ＮＨ官能基の量に対するエポキシ基の量を選択する。この
場合、成分Ｂは、ＸＤＡと式（I）で示される化合物の混合物である。これに関し、未反
応のジアミンが（成分Ａに基づいて）ほぼ５０重量％含まれるように出発物質を選択する
。さらなる態様は、成分Ｂを製造するための量比を分子量の増大が生じるように選択する
。これに関し、エポキシド／ＮＨ比は、例えば１.１：４～１.６：４であってよい。
【００３５】
　本発明により適当な硬化剤成分Ｂを製造するための反応は既知である。ここで、適当な
ジ－またはトリエポキシ化合物を、相当する量のＸＤＡ、特にｍＸＤＡと混合し、適用可
能であればわずかに加熱して、反応させる。適用可能であれば、これを溶媒（必要であれ
ば反応後に、蒸留により除去することができる溶媒）中で行うこともできる。
【００３６】
　成分Ｂとして本発明により適当な化合物は、第１級アミノ基を含む。それらは第２級ア
ミノ基ならびに追加のＯＨ基をさらに含有する。これらの化合物の分子量は、約４５０～
２５００ｇ／ｍｏｌであり、特に約１５００ｇ／ｍｏｌ以下である。
【００３７】
　本発明の２成分組成物を、成分Ａとして適当なエポキシ樹脂および成分Ｂのポリアミノ
化合物から製造する。（ＮＨ基としての）アミノ基のエポキシ基に対する割合がほぼ等モ
ルになるように、２つの成分を液体状態で混合する。過剰の未反応アミノ基を避けるため
に、特に、その割合は、約０.７５：１～１.２５：１、特に０.９５：１～１.０５：１で
ある。２成分を別々に保存し、処理の前に混合する。その後、構成要素が架橋される。
【００３８】
　２成分貼合せ用接着剤を、上記の組成物から製造することができる。これらの貼合せ用
接着剤に追加の構成要素、例えば溶媒、可塑剤、触媒、安定剤、接着促進剤、顔料または
フィラーを含有させることが有利である。
【００３９】
　一つの態様において、本発明に適当な接着剤は、少なくとも１種の粘着付与樹脂を含有
する。この樹脂は、さらなる粘着性をもたらす。相溶性の（すなわち大部分が均質な混合
物を形成する）全ての樹脂を、原則として使用することができる。これらは、例えば芳香
族、脂肪族、または脂環式炭化水素樹脂ならびにそれらの変性誘導体または水素化誘導体
であり得る。樹脂は、分子量１５００ｇ／ｍｏｌ以下、特に１０００ｇ／ｍｏｌ以下の低
い分子量を一般に有する。樹脂を、接着剤に基づいて０～５０重量％、好ましくは２０重
量％までの量で使用することができる。
【００４０】
　可塑剤、例えば白色鉱油、ナフテン系鉱油、パラフィン系炭化水素油、ポリプロピレン
、ポリブテン、ポリイソプレンオリゴマー、水素化ポリイソプレンおよび／またはポリブ
タジエンオリゴマー、フタレート、アジペート、ベンゾエートエステル、植物油または動
物油、およびそれらの誘導体を含有させることもできる。食品規制に関して承認されてい
ないものではない可塑剤が特に好ましい。
【００４１】
　任意に使用できる安定剤または酸化防止剤として、フェノール、高分子量立体障害型フ
ェノール、多官能性フェノール、硫黄含有フェノールおよびリン含有フェノール、または
アミンが適当である。
【００４２】
　シラン化合物を、接着促進剤として、接着剤にさらに加えることができる。既知の有機
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官能性シラン、例えば（メタ）アクリルオキシ官能性シラン、エポキシ官能性シラン、ア
ミン官能性シラン、または非反応的に置換されたシランを添加することができ、接着促進
剤として使用することができる。その例は、ビニルトリアルコキシシラン、アルキルトリ
アルコキシシラン、テトラアルコキシシラン、３－アクリルオキシプロピルトリアルコキ
シシラン、３－メタアクリルオキシプロピルトリアルコキシシラン、３－アミノプロピル
トリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－アミノプロピルメチ
ルジメトキシシラン、Ｎ－(２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、３－グリシジルオキシメチルトリメトキシシラン、３－グリシジルオキシメチルトリ
エトキシシラン、２－グリシドキシエチルトリメトキシシラン、または対応するジアルコ
キシ誘導体である；ブトキシ基、プロポキシ基、特にメトキシ基またはエトキシ基が好ま
しくは適当である。好ましい態様において、上記シランを０.１～５重量％、接着剤に添
加する。シランの選択に応じて、１つの成分にのみそれを混合させることが有利である。
それによって、早期の反応や貯蔵安定性の低下を防ぐことができる。
【００４３】
　本発明の接着剤は、任意に追加的に存在する添加剤として、触媒を含有することもでき
る。エポキシ基の反応を触媒することができる全ての既知の化合物を触媒として使用する
ことができる。その例は、チタネート、例えばテトラブチルチタネートまたはチタンテト
ラアセチルアセトネート；ビスマス化合物、例えばビスマストリス－２－エチルヘキサノ
エート；錫カルボキシレート、例えばジブチル錫ジラウレート（ＤＢＴＬ）、ジブチル錫
ジアセテート、またはジブチル錫ジエチルヘキサノエート；錫オキシド、例えばジブチル
錫オキシドおよびジオクチル錫オキシド；有機アルミニウム化合物、例えばアルミニウム
トリスアセチルアセトネート；キレート化合物、例えばジルコニウムテトラアセチルアセ
トネート；アミン化合物またはそのカルボン酸塩、例えばオクチルアミン、シクロヘキシ
ルアミン、ベンジルアミン、ジブチルアミン、モノエタノールアミン、トリエタノールア
ミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、トリエチレンジアミン、グアニ
ジン、モルホリン、Ｎ－メチルモルホリン、および１,８－ジアザビシクロ－(５,４,０)
－ウンデセン－７(ＤＢＵ）；アミノ基を有するシラン化合物である。触媒を、接着剤の
総重量に基づいて、０.０１～約５重量％、好ましくは０.０５～１重量％、特に好ましく
は０.１重量％より多い量で使用する。
【００４４】
　本発明の特定の態様において、顔料をコーティング剤にさらに添加する。これらは、細
かく微細化された顔料であり、例えば５μｍ未満の粒径を有する。本発明の一つの態様に
おいては、結合剤の１成分中に分散させることができるフレーク状顔料を対象とする。そ
れらは、その後、細かく分散した形状で存在し、すなわち、顔料またはフィラーをフレー
ク形状で分散させることはそれらが厚みをほとんど有さないことを意味する。このような
顔料は当業者に既知であり、例えば、種々の組成物の層状ケイ酸塩である。他の方法では
ナノ顔料を使用する。これらは、通常、５００ｎｍ未満、特に１００ｎｍ未満の粒径を有
する。これらのナノ顔料は、例えば、ＴｉＯ２、ＳｉＯ２、Ｆｅ２Ｏ３、または同様のオ
キシドまたはオキシハイドレートに基づくものであってよい。このような顔料は当業者に
既知であり、当業者は普通の検討によりそれらを選択することができ、一方または両方の
結合剤成分中に、既知の方法を用いて微細に分散させることができる。
【００４５】
　本発明によれば、接着剤は溶媒を含有することもできる。これらは、１２０℃までの温
度で蒸発させることができる普通の溶媒である。溶媒を脂肪族炭化水素、芳香族炭化水素
、ケトン、特にＣ１～Ｃ４アルコール、ならびに水の群から選択することができる。好ま
しい態様において、２成分接着剤は溶媒を含まない。
【００４６】
　接着剤は特に広い領域のコーティングに適当であるため、それらは、約２０～９０℃の
塗布温度において低い粘性を有する。構成要素を混合直後に測定した本発明の貼合せ用接
着剤の粘度は、塗布温度において、２００～５０００ｍＰａｓ、好ましくは３００～３０
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００ｍＰａｓである（２０～６０℃、ブルックフィールド粘度計、ＥＮ ＩＳＯ ２５５５
による）。
【００４７】
　多層フィルムを製造するために、フィルム材料として既知の軟質フィルムを使用するこ
とができる。これらの物質は、フィルム状の熱可塑性物質、例えば、ポリエチレン（ＰＥ
）またはポリプロピレン（ＰＰ、ＣＰＰ、ＯＰＰ）などのポリオレフィン、ポリビニルク
ロリド（ＰＶＣ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ＰＥＴなどのポリエステル、ポリアミド、セ
ロファンなどの有機ポリマーから作られ、金属箔または紙も基材として使用可能である。
 フィルム材料を、例えばポリマーを官能基または追加の成分で修飾することにより、修
飾することもでき、例えば顔料、染料、または発泡層をフィルム中に含有させることがで
きる。フィルムは着色された、印刷された、無色のまたは透明のものであってよい。
【００４８】
　２成分貼合せ用接着剤において、既知の補助剤および添加剤を、成分Ａまたは成分Ｂに
、後者が添加剤と反応しないのであれば、加えることができる。本発明の格別な態様は溶
媒を含有しない形式で作用するが、溶媒を含有させることができる。特に、成分Ａおよび
成分Ｂの選択によって、室温（例えば２５℃）で低粘性の成分ＡおよびＢの混合物を得る
ことが確実になる。
【００４９】
　本発明の接着剤を、特に貼合せ用接着剤として使用することができる。これに関して、
フィルム上に接着剤を薄層で塗布する。その直後に、任意に含有させた溶媒を蒸発させ、
その後、第２のフィルムを接着剤層上に適用し、圧力下で圧縮させる。本発明による低粘
性を有する選択のために、溶媒を含まないことも同様に可能である。
【００５０】
　本発明の特定の態様は、水溶性２成分接着剤を使用可能にすることにある。これに関し
、改善された水溶性または水和性を示すために、成分が多くの極性基を含む場合が有利で
ある。この場合、さらなる構成要素として乳化剤または分散補助剤を使用することがさら
に有利である。これらは、たとえ少量であっても、成分が水中に分散する能力を補助する
。乳化剤を、組成物に基づいて０.１～５重量％の分量で混合させる。２成分の混合およ
び架橋の後に、網目が形成される。これはもはや水溶性ではないが、それにもかかわらず
、良好なバリヤー特性を有する。
【００５１】
　本発明のさらなる態様は、２成分被覆剤用の２成分組成物を使用する。これらの被覆剤
は、原則として貼合せ用接着剤について記載したものと同じ成分を含有することができる
。しかしながら、選択に関して気をつけねばならないことは、被覆剤は架橋後に滑らかな
非粘着性の表面を示すことである。その上にコーティング剤を液状で塗布する基材に関し
てのみ、良好な接着性が存在する。
【００５２】
　非粘着性の表面を製造する際に、少量でのみ使用すべきまたは避けるべき成分は、当業
者によく知られている。このような成分の例は、少量の可塑剤、少量の粘着付与樹脂また
は低いガラス転位温度を有する結合剤である。
【００５３】
　本発明の対象は、本発明に適する貼合せ用接着剤を使用して接着的に結合させた多層フ
ィルムでもあり、これに関し、既知のプラスティックフィルム、例えばポリプロピレン、
ポリエチレン、ポリエステル、ＰＶＣ、ポリアミド、またはその他のもので作られたフィ
ルムを基材として使用することができる。本発明の接着剤を用いて、このフィルム上に連
続相を生じさせ、その塗布直後に、第２の同一または異なるフィルムと結合させる。２層
フィルムに加えて、さらなる処理工程を用いる多層フィルムの製造も可能である。本発明
の一態様は透明フィルムを対象とし、このために、本発明の接着剤も透明であり着色され
ていない場合に有利である。他のプラスチックでないフィルム、例えば紙または金属箔を
、これらの多層フィルムに含有させることもできる。
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【００５４】
　本発明の接着剤層の特に有利な特性は、層のバリヤー効果が高いことである。香料は、
従来の方法で結合させたフィルムよりも、このような多層フィルムを、より透過しにくい
ことが明らかに示されている。気体（例えば酸素、または水蒸気）の拡散に関する改善さ
れた安定性も注目される。
【００５５】
　本発明の接着剤は、種々の層の間に良好な接着を示す。接着剤層中に、気泡や欠損は見
られない。
【００５６】
　本発明のさらなる対象は、軟質複合基材上にコーティングを施すための、本発明の組成
物の使用である。これに関して、上記の添加剤および補助剤をコーティング剤中に含有さ
せることができる。コーティング剤は、液状であるか、９０℃まで加熱することによって
流動可能な方法で塗布され得る。これらのコーティングは、架橋後に柔軟であるため、特
に軟質多層フィルム用に使用することができる。好ましい態様において、本発明のコーテ
ィング剤を２０～６０℃の塗布温度で塗布する。この温度で測定した粘度は、２００～３
０００ｍＰａｓ、特に１５００ｍＰａｓまでである。
【００５７】
　架橋後に、表面が粘着性でない固体層が得られる。このようなフィルムを既知の方法で
さらに加工することができ、さらなる積層を適用するか、あるいはそれらを包装する。
【００５８】
　適当な結合剤を、２成分コーティング剤または２成分接着剤中に、簡単な方法でさらに
処理することができる。これらの接着剤またはコーティング剤をフィルム基材上で用いる
際、優れたバリヤー特性を有する複合フィルムが得られる。バリヤー特性は、種々の成分
に関連し得り、例えば酸素の拡散を減少することができる。他の態様は、水の拡散を減ら
す。香料の拡散を減らすことがさらに可能である。
【００５９】
　本発明により製造した複合フィルムは、高いレベルの柔軟性を示す。それらは透明な形
状で具体化することができ、すなわち、それらはフィラーとしてナノ粒子のみを含有する
か、フィラーを含有しない；しかし、層を着色させるか顔料で色をつけることもできる。
種々の基板材料に対する接着は良好である。複合材料に機械的負荷をかけた状況において
さえ、接着結合した表面の間に分離は見られない。例えば、本発明の複合材料から包装を
製造することができる。バリヤー効果の結果として、このような包装は、取り扱いに慎重
を要する品目、例えば食品または医薬品用に適当である。
【実施例】
【００６０】
　〔実施例１、本発明の接着剤〕
　成分Ａ：テトラグリシジル－ｍ－キシリレンジアミン、エポキシ等量、約１０２ｇ／ｍ
ｏｌエポキシド。
【００６１】
　成分Ｂ：ｍ－レゾルシノールジグリシジルエーテルを、ｍ－キシリレンジアミンと、１
：３のモル比で反応させる（アミン等量、約５５ｇ／ｍｏｌＮＨ）。
【００６２】
　１.５部のＡおよび１.０部のＢから接着剤を製造する。成分を４０℃で混合し、同じ温
度で塗布する。架橋は６０分後に見られる。
【００６３】
　〔実施例２〕
　実施例１と同様に、結合剤系を製造する。成分Ｂ中に含有される０.５％ＤＢＴＬは、
触媒として、これに添加される。
【００６４】
　２成分接着剤（実施例１および実施例２）は、混合後、４０℃で１０００ｍＰａｓの粘
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度を有する。
【００６５】
　〔さらなる実験〕
【表１】

【００６６】
　種々の添加剤を実施例１の接着剤中に導入させる。上記の量は、２成分接着剤混合物全
体に対して記載される。樹脂、安定剤、および接着促進剤を、成分Ｂ中に混合させ、実施
例３および４の溶媒を、両方の成分に同じ割合で加える。
【００６７】
〔比較例８〕
　Henkel社より市販されている普通のポリウレタン貼合せ用接着剤（商品名：UR 7782とU
R 6083）を混合する。
【００６８】
　これに関し、１の成分はＯＨ－含有ポリエステル結合剤（分子量、約２２００ｇ／ｍｏ
ｌ）からなり、架橋剤成分はＴＤＩ反応生成物に基づく芳香族イソシアネートプレポリマ
ーからなる。２つの成分を約１：１のＮＣＯ：ＯＨ比で混合し、貼合せ用接着剤として使
用する。
【００６９】
　次のフィルムを互いに接着結合させる：
ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）（約１２μｍ）
ＰＥ（ポリエチレン）
ＯＰＰ（延伸ポリプロピレン）
ＯＰＡ（延伸ポリアミド）
ＳｉＯｘ－ＰＥＴ（シロキサン被覆ポリエチレンテレフタレート）。
【００７０】
　接着剤１、２、および８の薄層（２ｇ／ｍ２）を、実験室用の塗装機を用いてフィルム
基材上に塗布し、その直後に第２のフィルムに結合させる。室温（２５℃）で４８時間、
保管した後、透過性を測定する。
【００７１】

【表２】

【００７２】
　条件１：測定＝相対湿度５０％でのＯＴＲ、標準圧力Ｏ２；透過性（ｃｍ３／ｍ２・２
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【００７３】
　条件２：測定＝相対湿度０％でのＯＴＲ、標準圧力Ｏ２；透過性（ｃｍ３／ｍ２・２４
ｈ・１ｂａｒ）、（Ｏ２透過性は、ＤＩＮ５３３８０による透過性である）。
【００７４】
　本発明の接着剤のバリヤー効果は、ＰＵ接着剤のものよりも良好である。
【００７５】
【表３】

【００７６】
　測定：インストロン接着、室温で２日、架橋する（Ｎ／１５ｍｍ）、ＤＩＮ５３５０４
による。
【００７７】
　試験結合を上記に示したように製造した。
【００７８】
　実施例３、４、５、および６の接着結合したOPP/OPPフィルムも同様に製造し、接着に
ついて試験した。
【００７９】
　接着は、比較例の接着剤の接着よりも良好である。
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